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学位請求論文
谷口昭彦｢環境SAMの構築と環境政策の
CGE分析｣
Ⅰ　論文要旨
谷　口　昭　彦
本稿の目的は2点ある｡まず1点目は帰属環境費用を推計し環境勘定を作成す
ることである｡その特徴として,維持費用評価法による帰属環境費用を推計して
いること, sAM形式の表示方法をとっていることがあげられる｡維持費用評価
法は,ある環境水準を維持するために必要な追加的費用を指す｡この帰属環境費
用は政府に対して,環境問題への具体的な取組を提示するものである｡
環境勘定作成手順としては,環境負荷の貨幣評価を含む｢環境･経済統合勘
定｣ (system forintegrated environmental and economic accounting : SEEA)の
作成を念頭に置いている｡まず,内閣府作成の環境負荷の物量表示を含む｢経済
活動と環境負荷のハイブリッド型統合勘定｣の環境負荷データを貨幣評価する｡
貨幣評価においては,維持費用評価法によって推計を行なっている｡これを国民
経済計算データに組込み,それを行列表示にすることによりSEEA-SAM (環境
SAM)を作成している｡
2点目は,環境政策のCGE分析を行なうことである｡環境税導入と排出権取
引との比較,排出権取引の20%総量規制,二重の配当などの吟味をしている｡排
出権取引ではエコマージン(帰属環境費用の産業別合計額)の減少が環境税にお
けるエコマージンの減少よりも大きく,エコマージンの削減を考えれば排出権取
引が有用である｡しかし, GDPへの負の影響が大きく,マイナス成長を余儀な
くされる｡また,環境税では,エコマージンの減少を確認することはできるが,
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排出権取引に比べて,エコマージン減少効果が小さい｡排出権取引において, 20%
の総量規制を行なうシミュレーションを行なっている｡ GDPへの影響が-4%
となり,京都議定書の規定を守り,成長と環境の両立させていくことは困難な
テーマだと言わざるを得ない｡二重の配当については,その存在を確認し,環境
税収を所得税減税に用いることにより大きな効果が得られることがわかる｡環境
税収を家計への再分配政策に使うことによって二重の配当を得ることが可能だろ
う｡
次に示す図1は本稿における環境勘定の相亙関係を示している｡次の帰属環境
費用推計結果では,維持費用評価法による推計結果を示している｡最後にSEEA
-sAM簡略版は,国民経済計算データをsAM形式で表示し,これに推計した帰
属環境費用を組み込んだものである｡
図1　環境勘定の相互関係
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本稿のCGE分析の概要と結果について簡単に示す｡本稿のCGE分析で用いる
モデルは2種類あるo　ひとつはエコマージンを生産要素に組入れた｢生産要素モ
デル｣と生産過程でエコマージンがいわば副産物として排出される｢副産物モデ
ル｣である｡
まず,排出権取引について,量規制をした場合と海外から排出権を購入し総量
が増加した場合をシミュレートしている｡総量規制では,京都議定書にしたがっ
て5年で削減を目指すとし,エコマージンの20%を規制するシミュレーションを
行なった｡生産要素モデルでは, GDPは約485兆円で約4%のGDP減少を招く｡
GDP成長率が4%以上であれば経済成長は継続するが,現実的には可能なレベ
ルとは思えない｡総量増加ではエコマージンの総量が10%上昇した場合をシミュ
レートしている｡ GDPは1.7%の上昇を示している｡副産物モデルでは総量規制
で0.2%の減少,総量増加で0.1%の上昇とその変化は微小なものとなっている｡
次に二重の配当について,以下のような結果が得られている｡まず,生産要素
モデルでは, GDP約505兆円が環境税の賦課によって504兆5千億円に減少する
が,家計所得税の減税と組み合わせれば, 505兆2千億円となり, 0.17%の減少
が0.04%の減少に改善される｡法人税と組み合わせる場合, GDPの変化はない｡
副産物モデルでは環境税賦課で502兆円となり,家計所得税の減税を組み合わせ
れば, 0.549%のGDP減少が0.523%の減少となり若干の改善を得ることになる｡
法人税減税では効果を得られない｡環境税収は一定になるよう税率を調整してい
る｡
本稿での結果では,排出権取引では,京都議定書にあるような5年の期間で環
境負荷を除去するには無理があるように思える｡二束の配当では,その存在を確
認できた｡また,二重の配当は家計への再分配政策との組み合わせが有効である
ことがわかる｡
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審査委員
Ⅱ　審査報告
Ⅰ.審査報告
1.論文の主題と構成
経済企画庁(現･内閣府)がはじめて環境･経済統合勘定を公表したのは, 1995
年のことであった｡一般には,グリーンGDP (ないしグリーンGNP)を推計し
たものとして知られているこの作業は, 1993年版の国連環境･経済統合勘定暫定
基準(SEEA)に準拠してなされたサテライト勘定の推計であり,決して,集計
量としてのグリーンGDPだけが注目されるような性格のものではなかった｡審
査対象論文との関係でいえば,それが93SEEAに含まれるいくつかのバージョン
の中から環境負荷を維持費用方式の帰属環境費用(imputed environmental
cost)として貨幣額として測定しようとしたバージョンⅠV.2を選択したもので
あったことが特に注目されるであろう｡
その後も,経済企画庁(経済研究所)一内閣府(経済社会総合研究所)は,環
境･経済統合勘定の推計を続けたが, 2004年の内閣府レポート『新しい環境･経
済統合勘定について』では, ｢ハイブリッド勘定｣ (通称, ｢日本版NAMEA｣,以
級,後者の呼称を用いる)と呼ばれる,帰属環境費用の推計を含まず,環境負荷
を物量単位で測定するという勘定形式が採用された｡勘定フレームの中で経済と
環境との相互作用を捉えようとするねらいには共通性があるが,環境負荷の貨幣
評価については,明らかに後退が見られる｡
日本版NAMEAが環境と経済の相互作用を把握するうえで,重要なデータセッ
トであることは間違いない｡事実,それは,本論文の主要なデータソースのひと
つを提供する｡しかし, ｢持続可能な発展｣のためには,環境負荷を物量単位で
雄　修　敏　洋逸　　範好間　岡　吉野作　市有牧1　　1.　　＼)　　　　ー査査査　査主　副　副副
l　　　　　/　　　　　/_＼　　　　･/
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捉えるだけでなく,それを貨幣評価することが不可欠であるという問題意識が本
論文のテーマを決定づけている｡
すなわち,日本版NAMEAデータと若干の追加データを用いて,維持費用方式
の環境負荷の貨幣評価を含む93SEEAバージョンⅣ. 2タイプの環境･経済統合
勘定を推計しなおすこと,さらに,それに基づく,モデル分析,中でもcGE(Com-
putable General Equilibrium,計算可能な一般均衡)モデル分析を実行し,政策
的含意のある結論を導くことである｡
本論文は,序論,結論を含め, 7つの章から成る｡
1.これまでの研究レビュー
2.環境勘定
3. SEEA-SAM (環境SAM)の構築
4. SEEAJAPAN95　環境モデル
5.環境政策シミュレーション
2.各章の概要
以下,論文の章立てに即して簡単にその内容を要約する｡
｢1.これまでの研究レビュー｣では環境勘定の発展経緯の考察, cGEモデル
および環境に関するCGE分析のサーベイ,環境税,排出権取引,二重の配当な
ど各種環境政策の解説を行う｡特にCGE分析のサーベイにおいては, CGEモデ
ルと(厳密には異なる研究系譜をもつ) AGEモデルのそれぞれの研究系譜を開
発段階から示し, CGE (AGE)モデルの特徴を三点にまとめている｡また各国に
おいて行われてきた環境に関するCGE分析を,環境税および排出権取引に関す
る研究,気候変動に関する研究,二重の配当に関する研究に大別し,それぞれの
モデルのねらい,特徴を整理する｡
｢2.環境勘定｣では経済循環の表章形式として本論文が選択するSAM (Social
Accoun山鳩Matrix,社会会計行列)の概要を整理し,次に経済活動と環境負荷
の関連を記述する勘定として,国連の｢環境･経済統合勘定｣ (Systemforinte-
grated Environmental and Economic Accounting : SEEA) ,特にその中でも93年
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版暫定基準のバージョンⅣ.2と,オランダ中央統計局が考案し,その後sEEA
の一部として組み込まれた｢経済活動と環境負荷のハイブリッド型統合勘定｣
(National Accounting Matrix hcluding Environmental Accounts : NAMEA)を考
察し,経済企画庁一内閣府による,日本におけるそれぞれの推計結果(日本版
SEEA,日本版NAMEA),また,それと関連して,環境負荷に関する貨幣評価の
利点･難点を説明する｡
93SEEAには,先行するさまざまな環境研究のアプローチを反映した5つの
バージョンが存在する｡バージョンⅣ.2は,その中のひとつであり,環境負荷
の貨幣評価額(帰属環境費用)が維持費用方式で推計され含まれている｡ここで,
維持費用方式とは,ある環境基準(たとえば, ｢ゼロ･エミッション｣)を前提と
して,その基準を達成するために必要な経常費用を貨幣額として評価したものを
帰属環境費用として計上する方式のことを指す｡一方, NAMEAは経済循環を包
括的に記録するものの,貨幣評価の問題点を回避するため,環境負荷と経済活動
との関連は捉えられているが,物量単位のままで表示する｡
本章では,既存の環境勘定の特徴を以上のように整理したうえで,経済活動と
環境負荷の関係を示すとともに,持続可能な発展のための環境費用を提示するた
めには,財･サービスの生産,所得の発生･分配･使用といった経済循環ととも
に,生産活動に伴う環境負荷を維持費用評価法で貨幣評価し,それを前者と接合
した形で示すことが必要である,とする｡
｢3. SEEA-SAM (環境SAM)の構築｣では上記のねらいに即し, ｢SEEA-
sAM｣を作成する｡ 93SEEAの勘定表章は, SAM形式のものではないが,有害
の工夫により, sAMとして表章することが可能となっている｡本論文のSEEA
-sAMも,有害の貢献にしたがって, SAM化されている｡経済活動が引き起こ
す環境負荷は,維持費用評価法で貨幣評価され,経済活動と環境負荷をひとつの
勘定行列上に互いに接合した形で記述されている｡対象年は, 1995年である｡基
礎データは,本論文において『国民経済計算』,産業連関表などをもとに作成さ
れた日本経済sAM,先行研究として公表されてきた日本版SEEA,日本版NAMEA
である｡もちろん,日本版NAMEAに示される物量単位の環境負荷データが貨幣
評価されるわけである｡なお,帰属環境費用の推計においては,日本版sEEA
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で用いられた方法を可能な範囲でできるだけ踏襲するという方針が取られている。
また，本 SEEA-SAM に含まれる SPM は，日本版 SEEA にも，日本版 NAMEA
にも含まれていない環境負荷項目である。さらに， RAS 法，クロス・エントロ
ピ一法等の SAM バランシング技法についても若干の記述があり，本論文でクロ
ス・エントロピ一法が採用されることが説明されている。
14. SEEA JAPAN95 環境モデル」では， SEEA-SAM をベースに環境を考慮
に入れた CGE モデルを構築し，次章で行われる環境政策シミュレーションを準
備する。
「生産要素モデル」と「副産物モデルj という二種類の CGE モデルが提示され
る。前者は，生産要素のひとつとして環境を扱うものであり，後者は生産過程で
環境負荷がいわば副産物として排出されるタイプのものである(産業連関表にお
ける副産物の用語法とは別)。排出権取引と環境保護活動を通じた裁定の結果，
維持費用評価法で推計された帰属環境費用と一致するという考察から， 1環境」
の生産要素価格は「排出権許可証」の価格であることがモデル・ビルデイングに
利用される。また相対価格の変化により， 1環境J は労働，資本と代替するが，
そのほかの点では，世界銀行型の SAM ベースの CGE モデルの基本構造が維持さ
れている。
後者の副産物モデルでは，生産要素が労働，資本とされ，国内生産物が CET
(Constant Elasticity of Tr ansformation) 関数により環境負荷(エコマージン)と
園内財に区分される。ここでは相対価格の変化により，環境負荷と国内財が代替
する。生産要素モデルの場合と同様に，そのほかの点では，世界銀行型の SAM
ベースの CGE モデルの構造が維持される。
15. 環境政策シミュレーション」では上記の CGE モデルに基づき，各種環境
政策(環境税，排出権取引，二重の配当など)に関するシミュレーションを行う O
環境税に関するシミュレーションでは，各産業の間接税率をその環境負荷の度
合いに応じ，それぞれ外生的に設定した環境税率分だけ上昇させ，結果を検討す
る。生産要素モデルは，環境税の導入が卸・小売業などを中心に生産額を減少さ
せること，また環境負荷も減少させることが示される。副産物モデルでも同様の
結果が示されるが， GDP の減少率は生産要素モデルよりも大きい。
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排出権取引に関するシミュレーションでは,帰属環境費用の20%を排出量制限
として,結果を検討する｡生産要素モデルは,排出量制限により,電力･ガス･
水道業を除く産業で環境負荷が減少すること,ただしそれは4%程度のGDP減
少を伴うことなどが示される｡副産物モデルも同様の結果を示すが, GDPの減
少率は0.2%程度であり,変化率は生産要素モデルよりも小さい｡
3.評価
審査対象論文の貢献は, 2点あると考えられる｡ 1点目は, SEEA-SAMの独
自の推計である｡これは,データ面での貢献といえるであろう｡ ｢持続可能な発
展｣のためには,環境負荷を維持費用評価法で貨幣評価し経済の営みと関連付け
ることが必要であるという問題意識が基底にあることは既に見た通りである｡実
際,維持費用法の帰属環境費用は,政策当局の目標設定とそのためのコストを提
示するという意図なしには成立しえない｡そこには, NAMEAにはない,公的主
体の強いコミットメントが存在するのである｡
また,従来の日本版sEEAは,集計度が高く,それにもとづくモデル分析の
意義を大きく損なうものであったこと,産業分類の詳細な日本版NAMEAデータ
を用いた,本論文におけるSEEA-SAMの推計は,有意義なモデル分析の実行
を可能とする点で評価すべきものであると考える｡また, NAMEAのような物量
単位での環境負荷の推計と本論文のような維持費用ベースの貨幣評価されたそれ
との対比が可能となることも興味深い｡
2点目は,上記のSEEA-SAMデータに基づき,環境を考慮に入れたcGEモ
デルを構築し,環境税,排出権取引などについてシミュレーションを試みたこと
である｡これは,モデル分析の面での貢献といえるであろう｡環境･経済統合勘
定データを利用したsAMベースCGEモデル分析は,稀少であり,特に｢生産要
素モデル｣は,排出権取引との関係が明確であか),環境政策上の含意を汲み取り
やすい利点があると思われる｡
本研究の限界と今後進めるべき研究方向についても触れたい｡
第一に環境負荷の貨幣評価について,維持費用評価法による帰属環境費用の推
計に関して｢環境負荷対策費用の非線形性が考慮されていない｣という問題点が
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従来から指摘されている｡本論文の推計でも,原単位が一定とされており,上記
の問題点の解決がなされていない｡この点は,日本版sEEAの方法を可能なか
ぎり踏襲するという本論文の意図を認めたうえでも改善の余地があるだろう｡と
くに,測定という側面を越えてモデル構築の段階に進む場合,モデルにおいて環
境負荷対策費用の非線形性を記述し,環境負荷を軽減するための限界費用の増大
と排出権取引価格の変化を考慮に入れ, (たとえば,生産要素モデルにおける)
生産要素(労働,資本,環境)間の代替を検討することが必要であろうと思われ
る｡
第二にモデルの動学化が望まれる｡維持費用評価法を用いるねらいのひとつは
｢持続可能な発展｣の模索であるが,論文のCGEモデルは静学であり,環境税,
排出権取引などの導入が次期以降の経済成長,環境負荷にもたらす影響を考察し
ていない｡今後,動学モデルによる分析が必要であろう｡
第三に｢副産物モデル｣の再検討が望まれる｡本論文のモデルにおいて, CET
生産関数により通常の意味での財･サービスの生産と環境負荷の発生との関係が
うまくモデル化できているといえるのか,疑問がある｡また,その際,モデルの
基礎にあるSAMに含まれる購買力フローと価格の設定についても,さらに考察
が必要であろう｡
以上のような将来への課題を残すものの,谷口昭彦氏の学位請求論文は,今日
の環境経済学が取り組むべきテーマを問題意識に据え,それに基づくデータセッ
トの整備,モデルの構築がなされており,博士(経済学)の学位に値するものと
考える｡
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